
データでみる福島再生

2021年（令和３年）１月15日データでみる福島再生

○福島県内の除染仮置場等の状況
・仮置場等総数1,371箇所のうち、388箇所で除去土壌等を保管中、983箇所で

搬出が完了し、642箇所の仮置場で原状回復が完了しました。

○中間貯蔵施設の整備の現状
・除去土壌の分別処理を行い、12月末時点で、約635.5万㎥（輸送量ベース）の

土壌を土壌貯蔵施設に貯蔵しました。
・廃棄物の焼却及び焼却灰の灰処理を行い、12月末時点で、灰処理ばいじんを

封入した鋼製角形容器3,674個を廃棄物貯蔵施設に貯蔵しました。

○中間貯蔵施設への除去土壌等の輸送の進捗状況
・2020年12月末時点で、累積約1,011万㎥ （全体の約72.2％）の除去土壌等を

中間貯蔵施設へ輸送しました。

○中間貯蔵施設用地の状況
・用地取得については、12月末時点で契約者数1,787人、面積約1,205㏊につ

いて契約しております。

○国直轄による対策地域内廃棄物等の処理進捗状況
・災害廃棄物等の仮置場への搬入については、11月末時点で、約291万トンの搬

入を完了しました（うち、約51万トンが焼却処理済、約184万トンが再生利用
済）。

・被災家屋等について、11月末時点で、約17,000件の解体撤去申請を受付済み
であり、約16,100件を解体撤去済みです。

○国直轄による対策地域内における仮設焼却施設の設置状況
・11月末時点で、約124万トン(除染廃棄物を含む)※を各仮設焼却施設で処理し

ました。
※仮設焼却施設での処理済量を訂正いたしました。（訂正日：令和４年１月１２日）

○特定廃棄物埋立処分施設への搬入状況
・12月末時点で、158,934袋を特定廃棄物埋立処分施設へ搬入しました。

最近の動き



○放射線に関するリスクコミュニケーション活動状況 （１２月実施） ※
・相談員支援センターにおいて、研修会を１回、住民セミナーを７回、車座意見

交換会を１回実施しました。
・環境再生プラザにおいて、専門家派遣を５件、移動展示を５件(７日) 実施

しました。
・内部被ばく検査(WBC) を１６日間実施しました。
・ガンマカメラを活用し、仮置場の原状回復などの検証を１９台日実施しました。
※いずれも、新型コロナウイルス感染拡大防止策を講じて実施しました。

○帰還困難区域等における鳥獣の捕獲状況
・今年度の捕獲数は、12月末現在でイノシシ2,013頭、アライグマ367頭、ハク

ビシン85頭となっています。



特定復興再生拠点区域整備の進捗状況

データでみる福島再生

概要

•将来にわたって居住を制限するとされてきた帰還困難区域内について、福島復
興再生特別措置法の改正(2017.5)により、避難指示を解除し、居住を可能とす
る「特定復興再生拠点区域」を定めることが可能となりました。

•市町村長は、特定復興再生拠点区域の設定及び同区域における環境整備 （除染
やインフラ等の整備）に関する計画を作成し、同計画を内閣総理大臣が認定し
ます。復興再生に向けて計画を推進しているところです（計画認定から５年を
目途に避難指示解除を目指すこととなっています）。

•これまでに、以下６町村の計画が認定され、全ての町村において家屋等の解
体・除染等を実施中です。

•令和２年３月に双葉町の一部（双葉駅周辺）、大熊町の一部（大野駅周辺）、
富岡町の一部（夜ノ森駅周辺）で避難指示が解除されました。

特定復興再生拠点区域

凡例

帰還困難区域

【飯舘村】

【双葉町】

【大熊町】

【富岡町】

【浪江町】

【葛尾村】

アイコンをクリックすると各町村のWebサイトへ
移動します

2021年（令和３年）１月15日

http://josen.env.go.jp/kyoten/iitate/
http://josen.env.go.jp/kyoten/namie/
http://josen.env.go.jp/kyoten/katsurao/
http://josen.env.go.jp/kyoten/futaba/
http://josen.env.go.jp/kyoten/ohkuma/
http://josen.env.go.jp/kyoten/tomioka/


解体・除染等工事の発注状況 2021年1月15日時点

・特定復興再生拠点区域における家屋等の解体・除染等工事の発注状況は以下の
とおりです。

町 村 名
工事発注状況※

解体 除染 着工 工事中の主な地区

双葉町
（2017.9.15認定、
約555ha）

1,104件 約
350ha

2017.
12.25

双葉駅周辺、復興シンボル
軸、その他拠点区域全域

大熊町
（2017.11.10認定、
約860ha）

1,345件 約
710ha

2018.
3.9

大野駅周辺、下野上地区、
その他拠点区域全域

浪江町
（2017.12.22認定、
約661ha）

346件 約
570ha

2018.
5.30 室原、末森、津島地区

富岡町
（2018.3.9認定、
約390ha）

942件 約
240ha

2018.
7.6

夜の森駅周辺、その他拠点
区域全域

飯舘村
（2018.4.20認定、
約186ha）

72件 約
120ha

2018.
9.28 長泥地区

葛尾村
（2018.5.11認定、
約95ha）

33件 全域
2018.
11.20 野行地区

※解体件数、除染面積については、先行実施分を含みます。
※解体については、特定復興再生拠点区域全域で実施中です。
※土壌等の除染等の措置については、特定復興再生拠点計画、関係法令及び除染関係ガイドラインに従っ
て、避難指示解除に必要な範囲を行います。



データでみる福島再生

概要

福島県内の除染仮置場等の状況

2021年（令和３年）１月15日

・除染で取り除いた除去土壌等は、仮置場等の一時的な保管場所で適正に管理
しています。

・保管をしている除去土壌等は、中間貯蔵施設又は仮設焼却施設等へ搬出します。
・搬出が完了した仮置場については、順次、遮へい土のう等の搬出・活用を始め、

原状回復工事を行った後に、土地所有者へ返地します。

● 仮置場等での搬出～原状回復～返地までの流れ

保管

搬出

返地

原状
回復

上部シートを取り外し･･･

仮置場等

可燃物

主に不燃物

(草木類等)

（土壌等）

除去土壌等を
入れた保管容器

現場発生材
(フェンス・シート類)

再利用または処分

【原状回復工事等】

【土地所有者へ返地】

☞ 必要に応じて、事前に
土質試験やスクリーニング
等を行い、搬出します。

(写真：二本松市提供)

遮へい土のう(山砂）等 再利用または処分

除去土壌等を入れた保管容器
(大型土のう等)

【営農再開など】

放射線を遮へいするための土のう袋

☞ 「遮へい土のう」は、放射性物質で汚染されて

いない山砂等を詰めた容器(大型土のう等)です。

仮設焼却施設等へ

中間貯蔵施設へ

☞ 原状回復工事後の状態確認や、
放射線量の計測をします。
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2014年度 2015年度 2016年度 2017年度 2018年度 2019年度 2020年

度

箇

所

数

市町村除染

直轄除染

直轄除染
2020年 11月末時点
市町村除染
2020年 9月末時点

仮置場等の総数 うち うち うち
保管中 搬出完了 原状回復完了

（返地済み）

除染特別地域
（直轄除染）

330 112 218 126

（66%） （38%）

汚染状況重点
調査地域等

（市町村除染）

1,041 276 765 516

（73%） （50%）

合計 1,371 388 983 642

（72%） （47%）

仮置場等の状況

・仮置場等総数1,371箇所のうち、388箇所で除去土壌等を保管中、983箇所で搬
出が完了し、642箇所の仮置場で原状回復が完了しました。

（2020年9月末時点）

（出典）汚染状況重点調査地域等（市町村除染）は、「市町村が設置する仮置場等の状況について
（令和2年12月2日福島県生活環境部除染対策課 公表資料）」より環境省作成。

（箇所）

●保管中仮置場等の箇所数の推移

●原状回復が完了した仮置場等の箇所数の推移 （2020年9月末時点）

注1）
仮置場等 ：仮置場のほか、一時
保管所、仮仮置場等を含みます。
注2）
保管中：除去土壌等が保管されて
いる仮置場等を示します。
注3）
搬出完了 ：除去土壌等の搬出が
完了した仮置場等を示します。
注4）
原状回復完了：原状回復等が完了
した仮置場等を示します。
注5）
搬出完了及び原状回復完了の欄に
記載の（ %）は、仮置場等の
総数に対する割合を示します。

※2019年度までは各年度末(3月末時点)、2020年度は9月末時点の仮置場等の箇所数です。

（箇所）

※仮置場の統合等により公表当時の数値とは異なります。
※市町村除染の2018年3月時点以前については、返地前の仮置場等数（「その他の仮置場」は除く）です。

43 57
89 115 122

116

165

242

410

516

0

50

100

150

200

250

300

350

400

450

500

550

600

650

700

2016年度末 2017年度末 2018年度末 2019年度末 2020年度

(9月末時点)

箇

所

数

市町村除染

直轄除染



＜参考＞

除染特別地域（直轄除染）における仮置場等の状況

注1）仮置場等箇所数
注2）保管物数

注3）除去土壌等の総発生数約1,028万袋の内訳は、保管物数約214万袋、搬出済み数 約814万袋です。
（うち仮設焼却炉への搬出は約291万袋、中間貯蔵施設等への搬出は約523万袋）
※数値は四捨五入して表記しているため、合計値は表示上の数字の合計と一致するとは限りません。

：除去土壌等を保管している仮置場等の箇所数を示します。
：仮置場等で保管している数で、単位は「袋」で１袋当たりの保管物の体積は、おおむね１ｍ３です。

（ただし、保管物の体積減少により、１袋が１ｍ３より小さくなる場合もあります）。

●除染特別地域（直轄除染）の市町村別状況

市町村 仮置場等の総数 うち
保管中

うち
搬出完了

うち
原状回復完了

田村市 6 1 5 4

川内村 2 1 1 1

楢葉町 25 3 22 12

大熊町 18 5 13 13

川俣町 43 17 26 7

葛尾村 36 8 28 12

飯舘村 104 52 52 27

南相馬市 18 4 14 5

浪江町 45 11 34 24

富岡町 22 8 14 14

双葉町 11 2 9 7

合計 330 112 218 126

2019年 2020年

12月 1月 2月 3月 4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月

仮置場等箇所数（箇所） 167 163 158 156 147 142 136 131 123 122 117 112

総発生数（累計）（万袋） 963 967 972 977 982 987 995 1,001 1,006 1,012 1,021 1,028

保管物数（万袋） 436 412 383 360 341 323 302 282 269 252 230 214

●保管中仮置場等箇所数と保管物数の推移

直近１年間の推移
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＜参考＞
汚染状況重点調査地域等（市町村除染）における仮置場等の状況

（2020年9月末時点）

注1）「市町村が設置する仮置場等の状況について（令和2年12月2日 福島県生活環境部除染対策課 公表資料）」より
環境省が作成しています。

注2） 網掛けは、汚染状況重点調査地域に指定されていない市町村です。「※」は、指定解除された市町村です。
注3） 保管中 ：除去土壌等が保管されている仮置場等を示します。
注4） 搬出完了 ：除去土壌等の搬出が完了した仮置場等を示します。
注5） 返地済み ：原状回復等が完了し、所有者へ返地した仮置場等を示します。

福島市 46 28 18 4

二本松市 355 91 264 247

伊達市 121 33 88 18

本宮市 25 14 11 3

桑折町 38 6 32 18

国見町 11 2 9 2

川俣町 22 7 15 0

大玉村 13 1 12 8

郡山市 35 26 9 8

須賀川市 99 27 72 70

田村市 100 5 95 55

鏡石町 4 0 4 3

天栄村 14 1 13 5

石川町 1 0 1 1

玉川村 1 0 1 1

平田村 1 0 1 1

浅川町 0 0 0 0

古殿町 1 0 1 1

三春町 6 4 2 0

小野町 3 0 3 3

白河市 11 2 9 9

西郷村 3 2 1 0

泉崎村 6 1 5 4

中島村 1 0 1 0

矢吹町 4 0 4 1

棚倉町 12 0 12 10

矢祭町※
0 0 0 0

塙町※
1 0 1 1

鮫川村※
1 0 1 1

会津若松市 1 0 1 1

猪苗代町 6 0 6 6

会津坂下町※
1 0 1 1

湯川村※
1 0 1 1

柳津町※
0 0 0 0

三島町※
0 0 0 0

昭和村※
1 0 1 1

会津美里町※
1 0 1 0

下郷町 1 0 1 1

南会津町 0 0 0 0

新地町 1 0 1 1

相馬市 5 2 3 0

南相馬市 37 12 25 4

広野町 1 0 1 0

川内村 9 7 2 0

いわき いわき市 41 5 36 26

1,041 276 765 516

 うち

 返地済み

 うち

 搬出完了

 うち

 保管中

仮置場等

の総数

合計

方部 市町村

県北

県中

県南

会津

南会津

相双



中間貯蔵施設の整備の現状

•放射性物質汚染対処特措法等に基づき、福島県内の除染に伴い発生した放射性物
質を含む土壌・廃棄物及び福島県内に保管されている10万ベクレル/kgを超える
焼却灰等を最終処分するまでの間、安全に集中的に管理・保管する施設として中
間貯蔵施設を整備しています。

•2016年11月に、大熊町・双葉町において、受入・分別施設、土壌貯蔵施設の整
備に着手しました。

•2017年６月に除去土壌等の分別処理を開始し、分別した土壌について、大熊町
では2017年10月、双葉町では2017年12月から土壌貯蔵施設への貯蔵を開始し
ました。

•2020年3月に、中間貯蔵施設における除去土壌と廃棄物の処理・貯蔵の全工程
で運転を開始しました。

概要

データでみる福島再生 2021年（令和３年）１月15日



受入・分別施設及び土壌貯蔵施設の整備状況

双葉①工区

左の写真が受入・分別施設、右の写真が土壌貯蔵施設
※１ 発注時の１施設当たりの処理能力は140t／時。双葉③工区は、受入・分別施設を整備していません。

※２ 貯蔵容量及び貯蔵量は、仮置場等からの輸送量ベース（１袋＝１㎥で換算）。貯蔵容量は、用地確保状況等により変更となる可能性があ

ります。

双葉②工区 双葉③工区

大熊①工区 大熊②工区

大熊③工区 大熊④工区

大熊⑤工区

2020年12月31日時点

（受入・分別施設は
整備していない）

•除去土壌の分別処理を行い、12月末時点で、約635.5万㎥ （輸送量ベース）の
土壌を土壌貯蔵施設に貯蔵しました。

工区 大熊①工区 大熊②工区 大熊③工区 大熊④工区 大熊⑤工区 双葉①工区 双葉②工区 双葉③工区

受入・分別
施設数※１ 1 2 1 1 1 2 1 －

貯蔵容量※2 約100万㎥ 約330万㎥ 約210万㎥ 約160万㎥ 約200万㎥ 約140万㎥ 約90万㎥ 約80万㎥

貯蔵量※2 74.4万㎥ 190.7万㎥ 87.9万㎥ 44.6万㎥ 109.1万㎥ 55.4万㎥ 54.5万㎥ 18.9万㎥

着工
2017年
9月着工

2016年
11月着工

2017年
11月着工

2018年
10月着工

2018年
10月着工

2016年
11月着工

2018年
1月着工

2018年
9月着工

受入・分別施設
スケジュール

2018年7月
運転開始

2017年8月
2018年7月
運転開始

2018年7月
運転開始

2019年8月
運転開始

2019年8月
運転開始

2017年6月
2018年9月
運転開始

2019年2月
運転開始

（なし）

土壌貯蔵施設
スケジュール

2018年7月
運転開始

2017年10月
運転開始

2018年10月
運転開始

2020年3月
運転開始

2019年4月
運転開始

2017年12月
運転開始

2019年5月
運転開始

2019年12月
運転開始

受注者 鹿島JV 清水JV 大林JV 清水JV 大林JV 前田JV 大成JV 安藤・間JV



仮設焼却施設及び仮設灰処理施設の整備状況

廃棄物貯蔵施設の整備状況

工区 大熊１工区 双葉１工区 双葉２工区

建築構造
鉄骨鉄筋ｺﾝｸﾘｰﾄ造＋
鉄骨造（２棟）

鉄筋ｺﾝｸﾘｰﾄ造＋鉄骨造
＋鉄骨鉄筋ｺﾝｸﾘｰﾄ造（１棟）

鉄骨鉄筋ｺﾝｸﾘｰﾄ造＋
鉄骨造（１棟）

貯蔵容量※ 29,280個 14,678個 約30,000個

貯蔵量※ 1,752個 1,922個 －

敷地面積 約2.4ha 約2.2ha 約3.7ha

着工
2018年7月 造成開始
2018年12月 建築開始

2018年6月 造成開始
2018年11月 建築開始

2019年12月 造成開始
2019年12月 建築開始

貯蔵
スケジュール

2020年4月貯蔵開始 2020年3月貯蔵開始 未定

受注者 鹿島建設 大林組 鹿島建設

外観

施設 大熊町 双葉町（その１） 双葉町（その2）

規模
・仮設焼却施設：200ｔ／日
× １炉 （ストーカ炉）

・仮設焼却施設：150ｔ／日
× １炉 （シャフト炉）

・仮設灰処理施設：75ｔ／日 ×
２炉 （表面溶融炉）

・仮設焼却施設：200ｔ／日
× １炉 （ストーカ炉）

・仮設灰処理施設：75ｔ／日
× ２炉 （コークスベット式灰

溶融炉）

敷地面積 約5.0ha 約5.7ha 約6.8ha

着工 2016年7月伐採・造成開始 2018年6月伐採・造成開始 2018年6月伐採・造成開始

建設工事
スケジュール

2016年12月開始 2019年1月開始 2019年1月開始

処理
スケジュール

2018年2月処理開始 2020年3月処理開始 2020年3月処理開始

受注者 三菱・鹿島JV
新日鉄・クボタ・大林組・TPT

ＪＶ
ＪＦＥ・前田ＪＶ

外観

•仮設焼却施設及び仮設灰処理施設で処理を行っています。

•12月末時点で、灰処理ばいじんを封入した鋼製角形容器3,674個を廃棄物貯蔵施
設に貯蔵しました。

2020年12月31日時点

2020年12月31日時点

※ 貯蔵容量及び貯蔵量は、鋼製角形容器（内寸約1.3m(幅)×約1.3m(奥行)×約1.1m(高さ)）の個数。



中間貯蔵施設への除去土壌等の輸送の進捗状況

データでみる福島再生

概要

•安全を第一に除去土壌等の輸送を行っています。
•2015年3月より除去土壌等の中間貯蔵施設への輸送を開始しました。
•除去土壌等の仮置場からの中間貯蔵施設への輸送は10tダンプトラックを基本に
実施しています。

•輸送対象物の全数管理、輸送車両の運行管理、環境モニタリング等を行い、安
全かつ確実な輸送を実施しています。

輸送車両の走行状況 中間貯蔵施設からゲートを通って
退域する輸送車両

2021年（令和３年）１月15日



累積の輸送対象物量 累積搬出済量 累積進捗率

約1,400万㎥ 約1,011万㎥ 約72.2％

・2020年12月末時点で、累積約1,011万㎥ （全体の約72.2％）の除去土壌等を
中間貯蔵施設へ輸送しました。

除去土壌等の輸送の進捗状況



※ フレキシブルコンテナ等1袋の体積を1㎥と換算しています。
※ 輸送対象物量約1,400万㎥は、中間貯蔵施設への搬入済量（国直轄除染市町村：2019年8月末時点、市町
村除染市町村：2019年６月末時点、両者混在市町村（南相馬市、川内村、田村市、川俣町）：2019年８月末時
点）及び輸送待機量（焼却前の可燃物を含む仮置場等で保管している量（国直轄除染：2019年８月末時点、市
町村除染：2019年６月末時点）及び仮設焼却施設等で減容化し保管されている量（国直轄除染：2019年８月末
時点、市町村除染：2019年６月末時点））の合計量（2019年10月末集計）。
10万㏃/㎏超の廃棄物、その他現時点で定量的な推計が困難な帰還困難区域の除染等で発生した（発生する
ことが見込まれる）除去土壌等は含まれていません。
※ 累積搬出済量の合計値には、2020年3月末時点で搬出が完了している市町村の搬出量が含まれているた
め、記載されている市町村の累積搬出済量の合計とは数字が一致しません。

＜参考＞

2020年12月31日時点の搬出実績各市町村ごとの除去土壌等の輸送

今年度の搬出
可能量(㎥)

今年度の学校
等(現場保管)
からの輸送予
定量(㎥)

今年度の搬出
済量(㎥)

累積搬出済量
（㎥）

いわき市 50,000 11,000 67,425 195,585
相馬市 14,000 14,906 79,702
南相馬市 274,000 8,000 364,125 894,967
楢葉町 123,000 107,372 374,060
富岡町 406,000 382,937 1,000,797
川内村 66,000 66,314 199,362
大熊町 342,000 123,907 530,261
双葉町 312,000 117,190 350,547
浪江町 144,000 280,565 1,053,100
葛尾村 158,000 131,785 399,558
飯舘村 395,000 311,864 823,246
福島市 370,000 332,984 739,871
郡山市 272,000 231,028 680,323
白河市 90,000 82,770 214,411
須賀川市 53,000 52,647 149,657
二本松市 121,000 119,581 335,664
田村市 35,000 30,051 190,269
伊達市 65,000 2,000 69,501 239,037
本宮市 72,000 65,615 172,945
桑折町 21,000 20,982 103,629
国見町 28,000 18,310 65,560
川俣町 202,000 202,182 437,875
天栄村 2,000 2,191 62,172
西郷村 265,000 218,211 441,024
三春町 24,000 16,454 87,475

3,904,000 21,000 3,430,897 ※ 10,114,030合計

搬出市町村

浜通り

中通り



中間貯蔵施設用地の状況

データでみる福島再生

•用地取得については、12月末時点で契約者数1,787人、面積約1,205㏊について
契約しております。

2020年12月末時点中間貯蔵施設用地の状況について

概要

2021年（令和３年）１月15日

•中間貯蔵施設区域は約1,600haであり、予定地内の登記記録人数は2,360人と
なっています。

•地権者との信頼関係はもとより、中間貯蔵施設事業への理解が何よりも重要で
あると考えており、引き続き、地権者への丁寧な説明を尽くしながら取り組み
ます。

全体面積
約１，６００ha

項 目
全体面積に対する

面積と割合

全体登記記録人数
(2,360人※１)に対する

人数と割合

地権者連絡先把握済み
約１，５９０ha※１
９９．４％

約２，０９０人※１

８８．６％

民有地
約１，２７０ha
（約７９％）

民有地
約１，１５７ha（＋６．４ha）

９１．１％※３

計

約１，２０５ha
（＋７．４ha）
７５．３％

＜参考＞

約１，４８７ha
（９２．９％）

計

１，７８７人
（＋３人）

７５．７％※２

公有地
約３３０ha
（約２１％）

公有地
約４８ha（＋１．０ha）
１４．５％※４

その他の公有地 約２８２ha
１７．６％

２０２０（令和２）年３月末時点

次を含む。

①道路・水路等のように今後も元々の機能を維持する町有地、県有地、国有地等

②事業の進展を踏まえつつ、必要に応じて、中間貯蔵施設用地としての提供・契約を調
整する町有地、県有地、国有地等

連絡先把握済みの2,090人に対
する割合は、８５．５％

※１ 国、地方公共団体を含む。
※２ 民有地1,785人、公有地2人。
※３ 民有地（約1,270ha）に対する割合。
※４ 公有地（約330ha）に対する割合。

中間貯蔵施設用地の状況について ２０２０（令和２）年１２月末時点

（注）端数処理の関係により合計が一致しない場合がある。また、契約済におけるカッコ内の数字は、前月末からの増加分を表す。

契約済契約済



＜参考＞

地権者の状況について
2020年12月末時点

土地所有者・建物所有者 登記記録 ２，３６０人 ※１

【地権者】

現在の把握数 約２，０９０人

契 約 実 績

約２７０人

戸籍、住民票情報等に
より、連絡先の調査・確認

※１ 相続の発生等により、今後地権者数は増減
あり。
※２ 調査同意済：約２，０３０人。
※３ 調査実施済：約１，８９０件。
※４ うち地上権設定：約２０６ha。
※５ うち地上権設定：１５５件。

・補償内容を丁寧に説明。
・補償額を提示。

●契約件数 １，７８７件 ※５

●連絡先を把握している地権者の所有地の面積の合計は、約１，５９０ｈａ
（うち、公有地（国、県、町等の所有地、無地番地）等の面積は、約３３０ｈａ）と なっている。
全体面積（約１，６００ｈａ）に対して、９９．４％となっている。

連絡先を把握している地権者

・死亡が確認できている方 約２５０人

・登記記録の所有者の記載が
氏名のみや、登記名義人が
戸籍に該当ない方 約２０人

連絡先を把握できない地権者

●契約面積 約１，２０５ｈａ ※４

・建物等の物件調査について個別訪問し協力要請。※２
・調査の承諾を得た後に現地調査を実施。※３
・物件調査結果に基づく補償金額を算定。

（内訳）

●連絡先を把握できない地権者の所
有地の面積は、約１０ha 全体面積（約

１，６００ｈａ）に対して、０．６％となって
いる。

（注） 数値については概数であるため、合計と一致しない場合がある。



国直轄による対策地域内廃棄物等の処理進捗状況

データでみる福島再生

概要

・2016年3月に、帰還困難区域を除いて、津波
がれきの撤去と仮置場への搬入を完了してい
ます。

・被災家屋等の解体関連受付・調査を行い、順
次解体撤去を実施中です。

・片付けごみの処理についてステーション回収
や戸別回収訪問を実施しています。

対策地域内廃棄物等の仮置場への搬入済量等

仮置場搬入済量 （うち、焼却処理済量） （うち、再生利用済量）

約２９１万トン （約５１万トン） （約１８４万トン）

注）仮置場へ搬入せずに処理する量も含む。

・災害廃棄物等の仮置場への搬入については、11月末時点で、約291万トンの搬
入を完了しました（うち、約51万トンが焼却処理済、約184万トンが再生利用
済）。

2020年10月末時点

被災家屋等の解体の様子

大熊町の仮設焼却施設

2021年（令和３年）１月15日



各市町村における被災家屋等の解体進捗状況 2020年11月末時点

市町村
解体受付
申請件数 ※

解体済件数
解体申請
受付状況

南相馬市 2,634 2,634 完了

浪江町
4,306 4,143 特定復興再生拠点

区域受付中
特定復興再生拠点区域 304 225

双葉町
1,011 812

受付中
特定復興再生拠点区域 974 780

大熊町
1,368 1,028

特定復興再生拠点
区域受付中

特定復興再生拠点区域 1,236 912

富岡町
3,639 3,414 特定復興再生拠点

区域受付中
特定復興再生拠点区域 756 541

楢葉町 1,557 1,557 完了

飯舘村
1,549 1,549

受付終了
特定復興再生拠点区域 89 89

川俣町 329 329 完了

葛尾村
484 484

受付終了
特定復興再生拠点区域 47 47

田村市 19 19 完了

川内村 102 102 完了

合計 16,998 16,071

注：１）※当初申請数から取下げ件数を除いた件数です。
２）特定復興再生拠点区域の件数は総数の内数です。

・被災家屋について、11月末時点で、約17,000件の解体撤去申請を受付済みで
あり、約16,100件を解体撤去済みです。



※処理済量については、除染廃棄物も含み、()内はうち災害廃棄物等の処理済量です。

・９市町村（11施設）において仮設焼却施設
を設置しています。

概要

国直轄による対策地域内における仮設焼却施設の設置状況

仮設焼却施設の進捗状況等

・11月末時点で、約124万トン（除染廃棄物を含む）を各仮設焼却施設で処理し
ました。
・各仮設焼却施設それぞれの進捗状況は下表のとおりです。

データでみる福島再生 2021年（令和３年）１月15日

立地地区 進捗状況
処理
能力

処理済量
(2020年11月末時点)

葛尾村 稼働中(2015年4月より) 200t/日 約130,000トン(約37,000トン)

浪江町 稼働中(2015年5月より) 300t/日 約271,000トン(約177,000トン)

飯舘村
(蕨平地区)

稼働中(2016年1月より) 240t/日 約251,000トン(約53,000トン)

大熊町 稼働中(2017年12月より) 200t/日 約72,000トン(約32,000トン)

双葉町 稼働中（2020年３月より） 350t/日 約27,000トン(約11,000トン)

楢葉町

災害廃棄物等の処理完了

200t/日 約77,000トン(約32,000トン)

川内村 ７t/日 約2,000トン(約2,000トン)

飯舘村
(小宮地区)

５t/日 約2,900トン(約2,900トン)

富岡町 500t/日 約155,000トン(約55,000トン)

南相馬市 400t/日 約214,000トン(約91,000トン)

川俣町 既存の処理施設で処理
（処理完了）

－ －

田村市 － －



データでみる福島再生

概要

特定廃棄物埋立処分施設への搬入状況

特定廃棄物埋立処分施設 （2020年12月25日撮影）

・福島県内の10万Bq／kg以下の特定廃棄物（指定廃棄物及び対策地域内廃棄
物）について、既存の管理型処分場（旧フクシマエコテッククリーンセンター）
を活用した埋立処分事業を実施。（10万Bq/kgを超えるものは中間貯蔵施設に
搬入）
・2017年11月17日から特定廃棄物埋立処分施設への搬入を開始。

2021年（令和３年）１月１５日

埋立地



0

20,000

40,000

60,000

80,000

100,000

120,000

140,000

160,000

20
17
年

11
月

20
17
年

12
月

20
18
年

1月
20

18
年

2月
20

18
年

3月
20

18
年

4月
20

18
年

5月
20

18
年

6月
20

18
年

7月
20

18
年

8月
20

18
年

9月
20

18
年

10
月

20
18
年

11
月

20
18
年

12
月

20
19
年

1月
20

19
年

2月
20

19
年

3月
20

19
年

4月
20

19
年

5月
20

19
年

6月
20

19
年

7月
20

19
年

8月
20

19
年

9月
20

19
年

10
月

20
19
年

11
月

20
19
年

12
月

20
20
年

1月
20

20
年

2月
20

20
年

3月
20

20
年

4月
20

20
年

5月
20

20
年

6月
20

20
年

7月
20

20
年

8月
20

20
年

9月
20

20
年

10
月

20
20
年

11
月

20
20
年

12
月

20
21
年

1月
(1

2日
ま
で

)

搬
入
量
（
袋
数
）
累
計

特定廃棄物埋立処分施設への搬入状況

特定廃棄物埋立処分施設への搬入状況

搬入量（袋数）

期間 実績（袋） 累計

1/6～1/12 783 159,837

・12月末時点で、158,934袋を特定廃棄物埋立処分施設へ搬入しました。

搬入量（袋数）

期間 実績（袋） 累計

2017年11月～2019年12月 106,246 106,246

2020年 １月 3,544 109,790

2020年 ２月 3,956 113,746

2020年 ３月 3,925 117,671

2020年 ４月 4,304 121,975

2020年 ５月 3,252 125,227

2020年 6月 4,900 130,127

2020年 7月 4,071 134,198

2020年 8月 4,162 138,360

2020年 9月 5,077 143,437

2020年 10月 5,628 149,065

2020年 11月 5,148 154,213

2020年 12月 4,721 158,934

●最新の進捗状況

●これまでの進捗状況

※搬入は平日のみ実施しています。
※搬入量（袋数）は天候や調整状況により変動します。



放射線に関わるリスクコミュニケーション活動状況

データでみる福島再生

これまでの進捗

・環境省では、環境中に放出された放射性物質対策を進めると同時に、放射線や
地域の環境再生への取り組みなどについて、分かりやすい情報を提供していま
す。

・放射線リスクコミュニケーション相談員支援センター、環境再生プラザを主な
拠点として活動しています。

概要

2021年（令和３年）１月15日

12月31日時点

項 目
2020年度
12月分

2020年度
累 計

■相談員支援センター （単位：回）

・自治体職員や相談員等の
活動の支援

研修会 1 4

専門家派遣 0 4

・住民の放射線に関する
理解醸成の支援

住民セミナー 7 27

車座意見交換会 1 10

■環境再生プラザ （単位：回）

・専門家派遣

自治体など 1 23

小中学校など 4 34

その他 0 8

・移動展示
5 38

（7日） （41日）

■その他 （WBC単位：日）（ガンマカメラ単位：台日）

・個人線量測定（WBC)の支援 16 48

・ガンマカメラ活用
リスクコミュニケーション支援

19 119



今月の放射線に関するリスクコミュニケーション活動状況

（リスクコミュニケーション相談員支援センター実施分）
◆研修会

・12/10 飯舘村

◆住民セミナー
・12/14 田村市立美山小学校（1･2学年, 3･4学年, 6学年）
・12/16 田村市立大越中学校（1学年, 2学年）
・12/17 郡山市
・12/25 会津大学短期大学部食物栄養学科2学年

◆車座意見交換会
・12/15   飯舘村

（環境再生プラザ実施分）
◆専門家派遣 ※オンライン

＜自治体など＞
・12/9 郡山市原子力災害総合対策課

＜小中学校など＞
・12/1 郡山市立大成小学校（3学年） ※

・12/2 郡山市立大成小学校（4学年）※

・12/8 川俣町立川俣南小学校（6学年）
・12/10 飯舘村立いいたて希望の里学園

（7･8学年） ※

◆移動展示
・12/6 大熊町（大熊町聞き書き活動）
・12/8  川俣町立川俣南小学校 （1学年）
・12/15

12/16    福島東陵高等学校（1学年）
12/17

・12/16 南相馬市立太田小学校（2学年）
・12/20 大熊町（大熊町聞き書き活動）

「放射線の基礎知識と健康影響」
について、講演する自然科学研究
機構核融合科学研究所の佐瀬卓也
准教授

「食品中の放射性物質に関する評価と
管理の現状」について、講演する消費
者庁消費者安全課の石川一課長補佐

川俣南小学校で除染や放射線について
講義する鳥取大学研究推進機構の
北実助教授



帰還困難区域等における鳥獣の捕獲状況

データでみる福島再生

概要

・狩猟や被害防止目的の捕獲を行うことができない帰還困難区域内等において、
帰還準備や帰還後の生活、地域経済の再建に大きな支障が生じないよう、イノ
シシ、アライグマ、ハクビシンの捕獲等の対策を実施しています。

・事業は５町村（富岡町、大熊町、双葉町、浪江町、葛尾村）で実施しています。
・野生鳥獣の生息状況調査と捕獲の他、令和元年7月からは捕獲した個体を浪江
町の仮設焼却施設内に整備した軟化処理設備で減容化した上で焼却処理を実施
しています。

2021年（令和3年）１月15日

捕獲対策 焼却施設

イノシシ等の捕獲状況

アライグマの捕獲

12月の捕獲数 今年度の捕獲数累計

イノシシ アライグマ ハクビシン イノシシ アライグマ ハクビシン

富岡町 15 0 0 108 42 17
大熊町 101 4 0 810 155 21
双葉町 53 6 0 638 109 26
浪江町 41 2 0 430 53 18
葛尾村 4 0 0 27 8 3
計 214 12 0 2,013 367 85

・12月は、イノシシ214頭、アライグマ12頭、ハクビシン0頭を捕獲しました。
・今年度の累計捕獲数は、イノシシ2,013頭、アライグマ367頭、ハクビシン85
頭です。



これまでの捕獲状況 １２/３１時点

・これまでの各町村別捕獲実績は、下の表のとおりです。また、今年度の月別の
イノシシ捕獲数は下のグラフ（前年同月と対比）のとおりです。

各町村別の捕獲実績 ※令和２年度は12月末現在の実績

富岡町 大熊町 双葉町 浪江町 葛尾村 合計

イノシシ
（平成25，26年度
はイノブタ含む）

平成25年度 110 26 37 31 － 204 
平成26年度 69 93 93 105 21 381 
平成27年度 46 77 94 51 18 286 
平成28年度 69 288 143 55 33 588 
平成29年度 100 330 271 50 7 758 
平成30年度 201 315 341 47 45 949 
令和元年度 326 717 780 301 12 2,136 
令和２年度 108 810 638 430 27 2,013
合 計 1,029 2,656 2,397 1,070 163 7,315

アライグマ
ハクビシン

平成28年度
アライグマ 50 52 42 44 － 188 
ハクビシン 10 14 13 9 － 46 
計 60 66 55 53 － 234 

平成29年度
アライグマ 87 190 244 41 6 568 
ハクビシン 20 25 30 9 8 92 
計 107 215 274 50 14 660 

平成30年度
アライグマ 177 289 314 57 12 849 
ハクビシン 21 27 50 19 11 128 
計 198 316 364 76 23 977 

令和元年度

アライグマ 97 213 234 50 8 602 
ハクビシン 27 10 16 10 2 65 
計 124 223 250 60 10 667 

令和２年度
アライグマ 42 155 109 53 8 367
ハクビシン 17 21 26 18 3 85
計 59 176 135 71 11 452

合 計

アライグマ 453 899 943 245 34 2,574 
ハクビシン 95 97 135 65 24 416
計 548 996 1,078 310 58 2,990 

単位：頭
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